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は　じ　め　に
抗菌剤は，ヒトの細菌性疾病の
治療だけでなく，水産，畜産及び
農業分野においても使用されてい
る．水産分野においては，養殖魚
及び観賞魚の細菌性疾病に対する
化学療法剤として使用されてお
り，特に養殖魚の細菌性疾病の治

療に大きな効果を上げた一方，ヒトや畜産分野同様，抗
菌剤に抵抗性を示す薬剤耐性菌の出現が多く確認されて
きた．この薬剤耐性菌は細菌性疾病に対する治療を困難
にし，経済的な損失を引き起こすなど各分野において問
題となってきた．しかし，薬剤耐性菌の問題は，畜産や
水産それぞれの問題に留まらない．薬剤耐性菌によるヒ
トの死者数は，対策を何も講じない場合 2050年までに
全世界で年間 1,000万人に上ると推計され，ヒト及び動
物の垣根を越えた取り組みであるワンヘルス（One 

Health）アプローチの重要性が共有されている［1］．
日本においても「薬剤耐性（AMR）対策アクションプ
ラン」が策定されている［2］．本アクションプランでは，
ヒト及び動物の垣根を越えた取り組みであるワンヘルス
の視野に立ち，薬剤耐性（AMR）対策を行っている．農
林水産省は畜産及び水産動物用のワクチン開発を主軸に
「抗菌剤に頼らない生産体制」を推進しているが，一方
で治療における抗菌剤の使用は必要になる．そのような
中で，ヒト及び畜産動物に関しては，微生物の薬剤耐性
率及び抗菌剤使用量に対する成果指標が設定されている
［2］．水産動物もこのアクションプランにより対策が行
われているが，今のところ成果指標は設定されていない．
水産分野における薬剤耐性菌対策は，養殖現場におけ
る対策はもちろんのこと，主に魚病診断や対応を行って
いる各都道府県水産試験場や大学等の関係機関の連携が
重要になってくる．さらには，農林水産省により獣医師
の水産動物に対する診療の方向性が示されており，今後
獣医師による水産分野の貢献は大きくなると考えられ
る．本稿では，水産分野における薬剤耐性モニタリング

と水産分野における抗菌剤の使用に関する話題を中心
に，期待される獣医師の役割について紹介する．

1　魚類養殖と水産用抗菌剤について
日本における魚類養殖は，海面養殖と内水面養殖に分
けられ，2022年の養殖生産量は海面養殖業で 23.7万 t，
内水面養殖漁業で 3.2万 tと 7倍以上の生産量の差があ
る［3］．特にブリ類は，11.4万 tと海面養殖の 48％を
占める．
一方，日本における魚病被害額は，2021年で 100億

円であり，生産量が最も多い養殖魚であるブリ類の魚病
被害額に占める割合は，レンサ球菌症が 37.9％，ノカ
ルジア症が 34.6％と細菌性疾病が占める割合が高い
［4］．
現状，こうした細菌性疾病の治療に抗菌剤は必要不可
欠である．水産動物に対する抗菌剤の 2020年における
推定販売量は 208.0 tであり，ヒトの 501.9 t及び畜産
動物の 626.8 tと比べ少ない［5］．一方，水産動物に対
する抗菌剤の推定販売量は，2014年の 100.1 tから
2020年の 208.0 t と 2倍近く増加している．特に，マ
クロライド系抗菌剤であるエリスロマイシンの販売量が
増加しており，注視が必要な状況である［5］．

2　薬剤耐性モニタリング
水産分野における薬剤耐性モニタリングの変遷を表 1

に示す．水産分野においては 2004年より，水産防疫対
策として養殖ブリ類のレンサ球菌症原因菌 Lactococcus 

garvieae及び，類結節症原因菌 Photobacterium damse-

lae subsp. piscicidaの薬剤感受性試験が行われてきた
［6, 7］．類結節症は，2004年当時ブリ類の細菌性疾病と
して被害が大きかった．しかし，2009年より本疾病に
対するワクチンが導入され，類結節症を発症したブリ類
の水産試験場等への持ち込みが減少した．さらに 2016

年には，ほぼ持ち込みが無くなった．そういった事情も
あり，類結節症に対する薬剤耐性モニタリングは，
2016年までとなった．また，2007～2016年は，腸炎
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ビブリオ Vibrio parahaemolyticusに対する薬剤耐性モ
ニタリングも行われた．
現在は，薬剤耐性（AMR）対策アクションプランに
おける動向調査・監視の取組みとして［8］，全魚種対象
に L. garvieae及び Vibrio spp.に対する薬剤耐性モニ
タリングを実施している．L. garvieaeは，2004年から
継続してモニタリングを行っているが，耐性が確認され
たのはエリスロマイシン（EM），オキシテトラサイク
リン（OTC）及びリンコマイシン（LCM）の 3薬剤の
みである．L. garvieaeは，1997年以降ワクチンが導入
され，魚病発生が減少したことが影響し 2013年以降
EM及び OTC耐性はほとんど出現しなくなった．しか
し，2012年にワクチンが無効な抗原変異型である L. 

formosensis（Ⅱ型と呼ばれる．なお，従前の型をⅠ型
と呼称されている．）が出現した［9］．2021年以降，
EM耐性 L. formosensisが出現し，問題となっている．
EMは，レンサ球菌症の治療薬として用いられることが
多く，前述のとおり販売量は増加しており注意を要す
る．さらに 2021年には，L. garvieaeの新型株（Ⅲ型株）
が出現するなど，状況が変化している．すなわち，レン
サ球菌症おいてはワクチンが導入以降も抗菌剤による化
学療法の重要性は変わっていないことを意味しており，
今後も抗菌剤の養殖現場における適切な使用，関係者に
よる適切な指導と管理が必要である．

3　水産用抗菌剤の使用について
水産用医薬品は，動物用医薬品のうち水産動物に使用
されるものをいう．水産用医薬品は，「医薬品，医療機
器等の品質，有効性及び安全性の確保等に関する法律」
（通称では薬機法，医薬品医療機器等法という）により
販売や使用のルールが定められている．さらに水産用医
薬品のうち抗菌性物質製剤のことを水産用抗菌剤と呼
ぶ．2024年現在，水産用抗菌剤の有効成分として 14種
類が承認されている．
水産用抗菌剤は，薬機法に基づき動物用医薬品の成分
ごとに，使用した動物種における残留の観点から使用基
準が設定されている．本基準は，①対象魚種，②用法，
③用量，④使用禁止期間が定められている．養殖業者が

使用基準を守らない場合，薬機法違反となる場合があ
り，3年以下の懲役若しくは 300万円以下の罰金，又は
これを併科されることになる．なお，対象疾病及び適応
症に対する使用基準は設定されていない．
水産用抗菌剤の使用に当たっては，使用記録を残すこ
とになっている．水産用医薬品使用記録票には，使用医
薬品名，使用年月日，使用方法，使用量，疾病名，魚種，
推定尾数，平均魚体重，水揚げ年月日等を記録する必要
がある．都道府県の魚病指導総合センター，水産試験場
等の職員は当該様式による記載を徹底するよう養殖業者
等を指導することになっている．
畜産動物用の動物用医薬品の購入に当たっては獣医師
の指示書（または処方箋）が必要になるが，水産用抗菌
剤の購入に当たっては，水産用抗菌剤使用指導書が必要
となる．水産用抗菌剤使用指導書は，養殖業者等が水産
用医薬品使用記録票の写しと水産用抗菌剤使用指導書交
付申請書を専門家（魚類防疫員，魚類防疫協力員，獣医
師）に提出し，交付を申請する必要がある．養殖業者等
は，交付を受けた水産用抗菌剤使用指導書の写しを動物
用医薬品販売業者に提出し動物用医薬品販売業者は本指
導書に従って水産用抗菌剤を販売することになってい
る．この仕組みは，農林水産省消費・安全局長通知「水
産用医薬品の使用に関する記録及び水産用抗菌剤の取扱
いについて」により 2018年に導入されている［10］．
動物用医薬品同様，水産用医薬品も獣医師による動物
用医薬品の特例的な使用が認められており，適用外使用
（承認された魚種や用法・用量以外の使用）や未承認医
薬品の使用が可能である．特例的な使用は，獣医師が治
療または予防のためにやむを得ないと判断した場合に限
られ，食用に供するために出荷してはならない期間及
び，用法，用量その他使用及び取り扱い上の必要な注意
についての獣医師の指示が必要になる．出荷制限をする
期間等の指示は，論文等科学的根拠に基づいている必要
がある．抗菌剤の成分が「食品衛生法」の残留基準を超
過すると，食品としての流通は禁止されるので注意が必
要となる．また，前述の獣医師の特例的な使用も認めら
れない成分もあり（2024年 5月時点で 20種類），それ
らについても注意が必要である．

表 1　水産分野における薬剤耐性モニタリングの変遷

年 対象種 分離魚種 菌　数

2004～2016

Lactococcus garvieae 養殖ブリ類 396（血清型別分類Ⅰ型）
 62（血清型別分類Ⅱ型）

Photobacterium damselae subsp. piscicida 養殖ブリ類 364

2007～2016 Vibrio parahaemolyticus 養殖環境または養殖魚類 219

2017～ Lactococcus garvieae 養殖魚 ～200/year
Vibrio spp. 養殖魚 ～200/year
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現状，魚種によって使用可能な水産用抗菌剤が少ない
こともあり，一部の現場においては，上記のように獣医
師による抗菌剤の適用外使用により細菌性疾病による問
題を解決しようとする動きが指摘されている［11］．実
際，後述する「水産分野における薬剤耐性に関する技術
研修会」において，獣医師から受ける質問や議論の多く
は，この適用外使用や未承認薬の使用に関する内容であ
る．適用外使用や未承認薬の使用に関する知識・技術及
び議論は大変重要であるが，このような化学療法は慎重
かつ抑制的に選択されるべきである．さらに，適用外使
用時の残留期間に関する吸収や排泄に関するデータは公
表されている情報だけでは不十分であり，今後の課題と
なっている．

4　水産用抗菌剤における獣医師の関わり
上述のように，水産用抗菌剤を含む水産用医薬品の使
用等において，その判断のための診療行為は都道府県の
主に水産試験場の魚病担当職員（魚類防疫員等）が担っ
ており，獣医師以外でも可能である．しかし，都道府県
によっては，人員削減や人事異動の短期化による人員不
足が指摘されている［11］．
そうした中，2020年に策定された養殖業成長産業化

総合戦略により，養殖魚における生産力及び輸出力の強
化が示された［12］．この戦略により，魚類防疫員当の
負担増が懸念されるが，本戦略は魚病対策における獣医
師との連携を打ち出し，「養殖業者と都道府県・獣医師
の連携」，「かかりつけ獣医師体制」，「魚病に詳しい獣医
師の要請」，「遠隔診療の活用促進」などの取組が示され
ている．この部分の詳細な解説は，柳澤または冨澤の文
献に詳しく記載されている［13, 14］．また，2019年よ
り農林水産省は，養殖場における魚病診断に対応する獣
医師（リスト獣医師）を公募している．このリストを参
考に，養殖業者が日常的に相談できる「かかりつけ獣医
師」とのマッチングに活用されている．
しかしながら，獣医師の中には魚病診断の知識，技術，
経験の問題から水産分野に携わることに懸念があるのも
事実である．獣医師は，大学で魚病学を学び，獣医師国
家試験においても魚病学に関する問題が出題されている
が［11, 13］，実際に魚病を扱っている獣医師は企業に
所属する者など限定的で，水産動物を診察可能な獣医師
自体も多くない．したがって，水産分野に携わろうとす
る多くの獣医師にとって，魚病診断の知識，技術，経験
さらには養殖業の文化，慣習等を含めた養殖業者との円
滑なコミュニケーション能力等をブラッシュアップする
必要がある．そのため，水産分野に携わろうとする獣医
師は限定的である．言い換えれば，水産分野は獣医師に
とってまだまだブルーオーシャンの状態なのかもしれな
い．実際，2022年の獣医師届出者総数が約 4万人に対

し，リスト獣医師の数は 2019年度末で 20名，2022年
度末に 73名とまだまだ少ない［14］．しかし，リスト
獣医師の人数は増えており，確実に水産分野への獣医師
参入の機運は高まっていると考えられる．
農林水産省は，リスト獣医師を対象に座学や実地研
修を行っている．リスト獣医師対象に開催された研修の
一覧を，表 2に示した．2022年度にはのべ 44名，2023

年度にはのべ 14名のリスト獣医師が参加されている．
内容は，表に示した対象魚種の魚病診断だけでなく，実
際の養殖現場の見学や水揚げなどの体験等，リスト獣医
師が知っておくべき知識，経験が得られる内容となって
いる．
上記以外にも，2021年 3月からリスト獣医師の主催

による水産動物医療研究会が発足し，これまで 7回の勉
強会が開催されている．
水産用抗菌剤についても，「水産分野における薬剤耐
性に関する技術研修会」が行われている．本技術研修会
では，抗菌剤を使用する際に重要な「水産分野における
薬剤感受性試験法」を実技講習により習得し，水産用抗
菌剤の使用，問題等について理解を深めることができ
る．本来は，都道府県水産試験場等の職員対象で行われ
ていたが，2022年よりリスト獣医師の参加も受け入れ
ている．実際，多くのリスト獣医師にご参加いただいて
いる．
新しい動きとして，大学の研究生になり学びを深める
獣医師の存在がある．昨年（2023年），リスト獣医師が
水産大学校に研究生として所属し，魚病，水産用抗菌剤，
水産業や養殖業の文化・慣習等について半年程度学んだ．
研究生は，獣医師個人が必要なことを必要なだけ学ぶこ
とができる．さまざまな勉強会や講習会が開催されてい
るが，自分に必要なことをじっくり学びたい獣医師に
とって，大学で学ぶのも選択肢の一つなのかもしれない．

5　お　わ　り　に
養殖魚類は，持続可能なタンパク源として大変重要で
あり，生産力及び輸出力の強化が求められている．一方，
養殖魚の生産を安定的に行ってゆくためには，水産用抗

表 2　2022～2023年に開催されたリスト獣医師対象研修会

実施年 実施日 実施場所 対象魚種

2022

9月 21～22日 滋賀県 アユ，ビワマス
10月 24日 兵庫県 トラフグ

11月 25～26日 大分県 ブリ，ヒラメ，
トラフグ

2023

12月 10日 日本獣医生命
科学大学

ブリ，マダイ，
ニジマス

9月 26～27日 鳥取県 ギンザケ
11月 14～15日 愛媛県 マダイ
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菌剤は必須である．水産分野における薬剤耐性菌は，全
体として減少傾向ではあるが，新たな薬剤耐性菌の問題
も発生していることから，今後も注視する必要がある．
また，抗菌剤の使用を含む疾病対策においては，獣医師
だけでなく，養殖業者，都道府県水産試験場，農林水産
省，大学や研究所が連携を取って情報等を共有していく
必要がある．
本稿を執筆するにあたり，資料提供等ご協力いただきました
農林水産省消費安全局畜水産安全管理課に感謝申し上げます．
なお，本稿は，FFIジャーナル 2024年，Volume 229に掲

載された記事を一部加筆再編したものです．
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